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研究成果の概要（英文）： In common law, liability of negligent misrepresentation is argued to be 
based on either law of negligence or contract. In the background of this argument, there was a 
change of ideologies. Until the 1960's, welfarism had been a leading ideology and the 
negligence-law-based argument had had strong support. Since then, however, conservatism became a 










































いて分析を行った。とくに、最大判平成 5・3・24 民集 47 巻 4号 3039 頁および最大判平成 27・
3・4民集 69巻 2号 178 頁を中心に、判例を詳細に分析した。 
 （３）過失不実表示に関するリーディング・ケースであるヘドレイ・バーン対ヘラー貴族院
判決 50 周年記念論集のうち、理論に関して論じる 4 つのエッセイを概説し、同判決の内容を
詳しく見た上で、同判決の理論的または政策的な背景および影響を検討し、研究論文にまとめ
た。本研究において最重要な成果であるため、後述する。 





 （５）最判平成 29 年 2月 21 日民集 71巻 2号 99 頁の評釈において、名義貸し事例に対する、
割賦販売法上の抗弁対抗規定（平成 20年改正前の旧割賦販売法 30条の 4、平成 20 年改正後の
新割賦販売法 35条の 3の 19）の適用の可否、および、不実告知取消規定（新割賦販売法 35 条
















 2013 年、ヘドレイ・バーン対ヘラー貴族院判決（Hedley Byrne & Co Ltd v Heller & Partners 




――』（K Barker, R Grantham and W Swain (eds), The Law of Misstatements, 50 Years on from 






 1 問題の所在 
 Ｋ・バーカー「ヘドレイ・バーン対ヘラー：21 世紀初頭の問題」（K Barker, ‘Hedley Byrne 
v Heller: Issues at the Beginning of the Twenty-First Century’ in The Law of Misstatement 
3-26）は、ヘドレイ・バーンから現在に至るまでの、不実表示責任の内容の変化（(1)）、イデ
オロギーの変化と学説の対立（(2)）について検討している。 
 (1) 不実表示責任の内容の変化 
 ヘドレイ・バーン以来、経済的損失に関する不法行為責任、とりわけ不実表示責任は、より
広範囲化し、しかし、より不明確化し、より複雑なものとなっていった。 















 さらに話を進めると、直近のグローバルな金融危機（リーマン・ショック（2008 年 9 月））


























 これは古典派、契約主義者、形式主義者の債務のモデル（classical, contractarian, 
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